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１ 事業概要 

特定分野に特異な才能のある児童生徒（以下「特異な才能のある児童生徒」という。）

は、その才能や認知・発達の特性等がゆえに、学習上・学校生活上の困難を抱えることが

あると指摘されている。本事業では、多様性を認め合う個別最適な学びと協働的な学びの

一体的な充実の一環として、こうした児童生徒の興味・関心や特性に応じた教育活動や支

援体制の構築を行い、特異な才能のある児童生徒の困難の解消や才能の伸長を図る。 

 

２ 採択の手続 

（１）事業の実施を希望する教育委員会又は法人格を有する団体は、文部科学省に本事業実

施に係る申請書を提出するものとする。 

（２）文部科学省は、提出された申請書を審査し適切と認めるときは、本事業を実施する教

育委員会又は法人格を有する団体を予算の範囲内で採択する。 

 

３ 事業の委託 

文部科学省は、採択した教育委員会又は法人格を有する団体（以下「事業実施団体」と

いう。）に本事業の実施を委託する。 

 

４ 研究開発の実施 

事業実施団体が特定の学校と連携して本事業を実施する場合であって、当該学校に在籍

する特異な才能のある児童生徒に対して、当該児童生徒の抱える学習上・学校生活上の困

難の解消や才能の伸長を図るための特別の指導を実施し、これに関する教育課程等の改善

に資する実証的資料を得るために必要がある場合には、文部科学省は、当該学校を、学校

教育法施行規則第５５条（同規則第７９条、第７９条の６及び第１０８条第１項において

準用する場合を含む。）、第８５条（同規則第１０８条第２項において準用する場合を含

む。）及び第１３２条の規定に基づき、現行教育課程の基準によらない教育課程を編成、

実施して研究開発を行うことができる学校として指定することができる。 

 

５ 事業の運営 

（１）文部科学省は、本事業に係る企画、審査及び評価等を行うため、企画評価会議を開催

する。 

（２）文部科学省は、本事業の実施状況について、事業実施団体及び事業実施団体が連携す

る学校に対して聴取及び実地調査をすることができる。 

 



 

 

６ 委託の期間 

事業の委託は会計年度ごとに行うが、事業実施団体の委託の期間は、原則として２年と

する。 

 

７ 実績の報告及び活用 

（１）事業実施団体は、本事業における成果・実績を毎年度文部科学省に報告するものとす

る。 

（２）（１）により報告された実績については、文部科学省においてその集録を編集し、一

部または全部を修正・翻案し、文部科学省刊行物をはじめとした書籍、インターネット

及びその他の媒体により公表することができるものとする。 

 

８ 委託経費 

（１）文部科学省は、予算の範囲内で本事業の実施にあたり必要な経費を支出する。 

（２）文部科学省は、必要に応じ、委託に係る経理処理状況について実態調査を行うものと

する。 

 

９ 本事業における企画評価会議 

（１）本事業における企画評価会議は、学校教育に専門的知識を有する者、学識経験者、特

異な才能のある児童生徒の支援に関する有識者等をもって構成する。 

（２）本事業における企画評価会議は、事業実施団体から事業の実施状況について、聴取す

ることができる。 

 

１０ 文部科学大臣の講ずる措置 

文部科学大臣は、事業の実施が、趣旨及び事業目的に反し、又は沿わないと判断すると

きは、本事業における企画評価会議の意見を聴いて、採択の取消を含めた必要な措置を講

ずる。 

 

１１ その他 

この要項に定める事項のほか、本事業の実施に当たり必要な事項については、本事業に

おける委託要項等による。 

 

 


